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中銀は弱い内需と低調な雇用動向を注視 

豪州経済は潜在成長率を下回る成長が続いている。弱い雇用を背景に、個人消費に

勢いがない。9 月の失業率は 5.6％と 8 月から 0.2％ポイント低下したものの、これは

労働参加率の低下が主因であり、雇用者数の伸びは鈍化しており雇用の基調は弱い

（第 1 図）。また、9 月の政権交代を受けて企業や消費者のマインドは改善傾向を維

持しているが、構成項目の一つである消費者の失業懸念は依然として強く、労働市場

が早期に改善する兆しは窺えない。 
加えて、これまで堅調であった住宅市場にも不透明感が漂い始めている。住宅価格

指数は 2012 年初以降、上昇傾向にあり、消費者の 7 割以上が今後も上昇を続けると

見込んでいる。また、豪州準備銀行（RBA）による一連の利下げを受けた住宅ローン

金利の低下を背景に、住宅販売や住宅ローン申請件数は堅調を維持してきた。しかし、

8 月の住宅着工許可件数は前月比▲4.7％の減少となったほか、住宅ローンの承認件数

は、同▲3.9％と 8 カ月ぶりの減少に転じた（第 2 図）。 
こうしたなか、RBA は 10 月の金融政策決定会合において、政策金利を過去最低の

2.50％に据え置いた。今後の金融政策については明確な方向性を示さず「追加緩和の

可能性を排除しないが、差し迫ってもいない」と述べるにとどめた。また、これまで

利下げ判断の一因となった豪ドル相場については、米 FRB が量的緩和の縮小開始を

見送ったことや、中国経済の持ち直しを受けて足元 1 豪ドル＝0.95 米ドル近辺と約 4
カ月ぶりの高値水準にあるものの、懸念する様子は示さなかった。市場では、金融緩

和サイクルが終了したとの見方が強まりつつあるが、中銀は、弱い内需や低調な雇用

動向を懸念していると考えられ、追加利下げの可能性は残っている。 
 

第1図：雇用動向
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第2図：住宅ローン金利と承認件数
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